
指定管理業務に係る特記仕様書 

 

【労働関係法令等遵守に関する留意事項】 

 

第1 指定管理者は、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」という。）に従事する労働者について、

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法、労働者災害補償保

険法などの関係法令を遵守すること。 

2 指定管理者は、指定管理業務の一部を第三者に委託するときは、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（独占禁止法）及び下請代金支払遅延等防止法などの関係法令を遵守すること。 

 

【不当介入への対応に関する留意事項】 

 

第1 指定管理者は、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」という。）の履行に当たって、暴力団若しくは

暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者から、事実関係及び社会通念等に照らして合理的な理由が認め

られない不当若しくは違法な要求又は指定管理業務の適正な履行を妨げる妨害（以下「不当介入」という。）

を受けたときは、当該不当介入を管轄する警察署長に通報するとともに、市に報告しなければならない。 

 

【障害者差別解消法への対応に関する留意事項】 

 

 第1 指定管理者は、利用者の利便性向上等の観点から、障がいのある人に対し、「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十五号）」第11条第1項に規定する指針に基づき対応すること。

また、指定管理者が提供すべき合理的配慮については、岐阜市と指定管理者の間で大きな差異が生じないよ

う努めること。 

 

【個人情報の取扱いに関する留意事項】 

 

（基本的事項） 

第1 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、指定管理者としての業務（以下「指定管理業務」と

いう。）を実施するに当たっては、岐阜市個人情報保護条例その他個人情報の保護に関する法令及び岐阜市

情報セキュリティポリシーの規定を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱い

を適切に行わなければならない。 

（責任体制の整備） 

第2 指定管理者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなけ

ればならない。 

（責任者等の届出） 

第3 指定管理者は、指定管理業務の実施における個人情報の取扱いの責任者（以下この条において「責任者」

という。）及び事務に従事する者（以下「事務従事者」という。）を定めなければならない。 

2  指定管理者は、責任者に、本特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう事務従事者を監督させなけれ

ばならない。 

3  指定管理者は、事務従事者に、責任者の指示に従い、本特記仕様書に定める事項を遵守させなければなら

ない。 

資料２ 



4 指定管理者は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第2条第8項に規定する特定個人情報を取り扱う業務にあっては、責任者及び事務従事者をあらかじ

め書面により市に届け出なければならない。責任者又は事務従事者を変更する場合も同様とする。 

 （教育及び研修の実施） 

第4 指定管理者は、全ての事務従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項、当該事項に違反

した場合に負うべき責任その他指定管理者として行う業務の適切な履行に必要な教育及び研修を実施しな

ければならない。 

（取得の制限） 

第5 指定管理者は、指定管理業務を行うために個人情報を取得する場合は、事務の目的を明確にし、その目

的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

2 指定管理者は、指定管理業務を行うために個人情報を取得する場合は、本人から直接取得し、又は本人以

外から取得するときは本人の同意を得た上で行わなければならない。ただし、市の承諾があるときは、この

限りでない。 

（利用及び提供の制限） 

第6 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報を当該業務の目的以外の目的に利用し、又は第

三者に提供してはならない。ただし、市の承諾があるときは、この限りでない。 

（改ざん、漏えい、滅失及び毀損の防止等） 

第7 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報について、改ざん、漏えい、滅失及び毀損の防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるものとする。 

2 指定管理者は、市が承諾した場合を除き、指定管理業務に関して知り得た個人情報を、当該業務において

当該個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）から持ち出してはならない。 

（廃棄等） 

第8 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、

確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。 

（秘密の保持） 

第9 指定管理者は、指定管理業務に関して知り得た個人情報の内容を、法令等で認められた場合を除いては、

他人に知らせてはならない。指定管理業務が終了し、又は指定を取り消された後においても、同様とする。 

（複写又は複製の禁止） 

第10 指定管理者は、指定管理業務を処理するために市から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写

し、又は複製してはならない。ただし、市の承諾があるときは、この限りでない。 

（事務従事者への周知） 

第11 指定管理者は、事務従事者に対して、在職中及び退職後においても、当該事務に関して知り得た個人情

報の内容を、法令等で認められた場合を除いては、他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこ

となど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

（資料等の返還等） 

第12 指定管理者は、指定管理業務を処理するために、市から提供を受け、又は指定管理者自らが取得し、若

しくは作成した個人情報が記録された資料等は、指定管理業務が終了し、又は指定を取り消された後直ちに

市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

（報告） 

第13 指定管理者は、指定管理業務の履行について、市に定期的に報告しなければならない。 

2 指定管理者は、指定管理業務に係る協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったと



きは、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 

（再委託の禁止） 

第14 指定管理者は、指定管理業務を再委託してはならない。ただし、市の承諾を受けたときは、この限りで

ない。 

2 指定管理者は、再委託の相手方に指定管理業務に基づく一切の義務及び本特記仕様書に定める全ての事項

を遵守させるとともに、指定管理者と再委託の相手方との契約関係にかかわらず、市に対して再委託の相手

方による個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

3 指定管理者は、市の承諾を得て再々委託を行う場合において、再々委託の契約内容にかかわらず、市に対

して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第15 指定管理者は、指定管理業務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣契約書に、秘密保持義務

等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。この場合において、守秘義務の期間は、第9

の規定に準じるものとする。 

2 指定管理者は、派遣労働者に指定管理業務に関する一切の義務を遵守させるとともに、指定管理者と派遣

元との契約内容にかかわらず、派遣労働者による個人情報の処理に関し、市に対して責任を負うものとする。 

（立入調査） 

第16 市は、指定管理者が指定管理業務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、個人情報の

保護のため必要な措置が講じられているか確認する必要があると認めるときは、指定管理者に報告を求め、

又は指定管理者の作業場所を立入調査することができる。 

 （事故発生時等の公表） 

第17 市は、個人情報の漏えい、滅失、毀損等の事故を把握した場合には、必要に応じ、指定管理者及び再委

託先（再々委託先を含む。）の名称並びに当該事故の概要その他の必要事項を公表するものとする。 

 （契約の解除） 

第18 市は、指定管理者が本特記仕様書に定める義務を果たさない場合は、指定管理者としての指定を取り消

し、又は業務の全部若しくは一部を停止することができる。 

2 指定管理者は、前項の規定に基づく指定の取消し及び業務の停止により損害を被った場合においても、市

にその損害の賠償を求めることはできない。 

 （損害賠償） 

第19 指定管理者は、指定管理業務において、本特記仕様書の定めに反した取扱いにより市又は第三者に損害を

与えた場合は、その損害の全額を賠償しなければならない。 
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目的外使用許可について 

Ⅰ 目的外使用許可とは 

今回公募する施設は、直接に住民の共同使用に供することを目的に設置した施設であり、財産の分類上、

行政財産として区分されております。この行政財産は、施設の設置目的又はその用途以外に使用することが

できません。しかし、その用途又は目的を妨げない限度において使用を許可することができるとされておりま

す。このことを行政財産の目的外使用許可といいます。この使用許可は、市長のみが行使できる権限であり、

指定管理者が行うことはできません。 

 

Ⅱ 目的外使用許可の基準 

岐阜市公有財産規則において、次に掲げる場合に限り、使用を許可するものとしております。 

なお、現在、目的外使用を許可している事例の多くは、自動販売機の設置、売店、喫茶コーナー、物品販売、

広告物等であります。 

 

（使用許可の基準） 

１ 当該行政財産を利用する者の利便を図るため、食堂、売店その他の厚生施設を設置するとき。 

２ 公の学術調査、研究又は公共目的のために行われる講演会、研究会等の用に短期間使用させるとき。 

３ 水道事業、電気事業、ガス事業その他公益事業の用に供するため、やむを得ないと認められるとき。 

４ 災害その他緊急事態の発生により、応急施設としてきわめて短期間使用させるとき。 

５ 国若しくは地方公共団体その他の公共的団体において公用若しくは公共用又は公益事業に供するため、

やむを得ないと認められるとき。 

６ 市の事務若しくは事業又は市の企業の遂行上やむを得ないと認められるとき。 

７ その他市長が当該行政財産の用途又は目的を妨げないと認めるとき。 

 

Ⅲ 目的外使用の取扱い 

１ 指定管理者の場合 

指定管理者が、次に掲げる目的で施設を使用する場合は、目的外使用の許可を得ること。ただし、目的

外使用に該当するかどうか疑義がある場合は、担当部署と協議すること。 

① 指定管理者の業務の範囲以外で、自らの負担で自主事業等を実施する場合は、事前に市の承諾を得

るものとし、その内容が目的外使用に該当すると認められるとき。 

② 指定管理者が当該施設に利用者の利便を図るなどの理由により、自動販売機、売店及び喫茶コーナー

の設置、物品の販売、自らの広告物掲示などを行うとき。 

③ 上記のほか施設の設置目的又は用途に反し施設を使用するとき。 

２ 指定管理者以外の場合 

目的外使用許可の基準に該当する申請や疑義がある申請が直接指定管理者にあった場合については、

指定管理者が判断するのではなく、速やかに担当部署へ引き継ぐこと。
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岐阜市民福祉活動センター（会議室）の指定管理料積算のための参考情報 

 

経費 参考情報 

電気使用量 １０９，１５４ｋＷｈ（平成２７年度実績） 

ガス使用量 １１１㎥（平成２７年度実績） 

水道使用量 １，４４７㎥（平成２７年度実績） 

下水道放流量 １，４４７㎥（平成２７年度実績） 

保守管理業務経費 

（委託料） 

自動ドア保守点検、空調設備保守点検、 

消火設備保守点検、電気設備保守点検、 

昇降機保守点検、清掃、ごみ収集、 

害虫駆除、夜間休日管理、警備 

 

 

※ 電気・ガス・水道使用量・下水放流量については、施設全体の使用量となり、市民福祉活動セ

ンターに入居する団体が使用した分も含まれています。指定管理料の算定にあたっては資料５の

「光熱水費の按分について」をご参照ください。 

 



資料５ 

光熱水費等の按分について 

 

支出対象科目 

按分率 

指定管理者 
社会福祉協議会 

（事務所） 

社会福祉協議会 

（ヘルパー） 
各団体 

需用費 

電気料金 子メーター残り 子メーター 
子メーター 

×0.9765 
子メーター 

ガス料金 0.8090 0.0999 0.0911 0 

上下水道料金 0.8090 0.0999 0.0911 0 

保守管理 

業務経費 

自動ドア保守点検 0.8090 0.0999 0.0911 0 

空調設備保守点検 0.8090 0.0999 0.0911 0 

消火設備保守点検 0.8090 0.0999 0.0911 0 

電気設備保守点検 0.8090 0.0999 0.0911 0 

昇降機保守点検 0.8090 0.0999 0.0911 0 

清掃業務 0.8090 0.0999 0.0911 0 

ごみ収集業務 0.8090 0.0999 0.0911 0 

害虫駆除業務 0.8090 0.0999 0.0911 0 

警備業務 0.8090 0.0999 0.0911 0 

 

※ 電気料金は子メーター、それ以外は面積を基にした按分である。 

 



 

  

岐阜市民福祉活動センター（会議室）の管理運営に関する協定書（参考） 

 

岐阜市（以下「市」という。）と△△△△△（以下「指定管理者」という。）とは、岐阜市民福祉活動セン

ター（会議室）（以下「センター」という。）の管理運営に関する業務（以下「管理業務」という。）について、

次のとおり協定書を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、施設の設置目的を効果的、効率的かつ円滑に達成するため、岐阜市民福祉活動

センター条例（平成13年岐阜市条例第13号。以下「条例」という。）第6条の規定により指定された指

定管理者が行う施設の管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （指定期間） 

第2条 指定管理者が本施設を管理運営する指定期間は、平成29年4月1日から平成34年3月31日ま

でとする。 

2 この協定の期間は、前項の規定による指定期間と同じ期間とする。 

 （会計区分） 

第3条 管理業務に係る会計区分は、毎年4月1日から翌年3月31日までの年度毎とし、独立した区分

経理を行わなければならない。 

 （管理業務） 

第4条 指定管理者は、条例第8条第2号の規定に基づき、次に掲げる管理業務を行う。 

(1) 施設（障害者生活支援センターを除く。）の管理に関する業務 

(2) 使用の許可及び制限に関する業務 

(3) 使用料の収納及び減免に関する業務         

(4) 前3号に掲げる業務のほか、センターの管理上又はセンターの設置の目的を達成するため市長

が必要と認める業務  

2 前項各号に掲げる業務の細目は、別紙の募集要項、仕様書及び事業計画書に記載されたとおりと

する。 

3 指定管理者は、公の施設であることを常に念頭に置いて、公正に管理業務を実施しなければならな

い。 

4 指定管理者は、管理業務の実施にあたっては、関係法令及び条例等を遵守しなければならない。 

 （指定管理以外の業務）  ※応募者より提案があった場合 

第5条 指定管理者は、・・・・・・利用者サービスの観点から、前条に規定する業務のほか、以下の業務

を行うものとする。 

(1) ・・・・・・・・・ 

(2) その他市及び指定管理者が必要とする業務  

2 前項第1号に掲げる業務については、指定管理者が市から施設の目的外使用許可を受けて運営す

るものとする。 

 （管理物件） 

第6条 指定管理者が管理する施設及び物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、別に市が提示

する公有財産台帳及び備品台帳によるものとし、（前条第2項に係るものを除き、）指定管理者は無

償で使用できるものとする。 

2 指定管理者は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理し、又は使用しなければならな

い。 

資料６ 



 

  

3 指定管理者は、管理物件を管理業務以外の用に使用してはならない。ただし、市の承認を受けた

場合は、この限りでない。 

4 指定管理者は、管理物件の形状、形質等を変更してはならない。ただし、市の承認を受けた場合は、

この限りでない。 

5 指定管理者は、災害、事故等により管理物件を滅失し、又は毀損した場合は、速やかに市に報告し、

市の指示を受けなければならない。 

6 指定管理者は、自己の責めに帰すべき事由により管理物件を滅失し、又は毀損した場合は、指定

管理者の負担において管理物件を原状に復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（情報の取扱い） 

第7条 指定管理者は、管理業務の実施に係り取得又は保有をした個人情報の取扱いについては、岐

阜市個人情報保護条例（平成16年岐阜市条例第1号）の規定に準じて取り扱わなければならない。 

2 指定管理者及び施設の管理業務に従事する者は、管理業務の実施によって知り得た秘密及び市

の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならな

い。指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

3 指定管理者は、管理業務の実施に係り作成、取得又は保有をした文書については、岐阜市情報公

開条例（昭和 60年岐阜市条例第 28号）の規定に準じて取り扱わなければならない。 

4 指定管理者は、前項の指定管理者が保有する文書に関し、情報公開の請求があった場合は、市と

協議し必要な措置を講じるものとする。 

5 指定管理者は、市から管理業務に係る文書の提供の依頼があった場合は、市に当該文書の提供を

するものとする。 

 （管理業務従事者等） 

第8条 指定管理者は、管理業務に従事する者の氏名をあらかじめ市に通知しなければならない。 

2 指定管理者は、管理業務に従事する者の中から、責任者を定め、市に通知しなければならない。 

3 指定管理者は、前2項の規定による通知に係る事項に変更がある場合には、直ちに市に通知しなけ

ればならない。 

（再委託の禁止） 

第9条 指定管理者は、管理業務を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ市

の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

 （権利譲渡禁止） 

第10条 指定管理者は、協定書を締結したことにより生じる権利義務を第三者に譲渡し、若しくは継承

させ、又は担保に供してはならない。ただし、市においてやむを得ないと認め市議会の同意を得た

場合は、この限りでない。 

 （損害の賠償） 

第11条 指定管理者は、管理業務の実施にあたり、指定管理者の責に帰すべき事由により市又は第

三者に損害を与えた場合は、損害を補償しなければならない。 

2 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ市が損害を賠償したときは、市は指定管

理者に対して求償権を有するものとする。 

 （リスク分担） 

第12条 管理業務に関するリスク分担については、別記1のとおりとする、 

2 前項に定める事項で疑義がある場合又は前項に定める事項以外の不測のリスクが生じた場合は、

市と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定する。 

 （非常時の対応） 



 

  

第 13 条 指定管理者は、災害、事故、犯罪等の非常事態の発生が予想されるとき又は発生したときは、

直ちに市に報告し、その指示を受けなければならない。ただし、事態が緊急を要する場合において

は、利用者の安全確保に関する措置及び施設等の保全措置を優先して講じた後、速やかに市に報

告しなければならない。 

2 指定管理者は、事前に、非常時のマニュアルや緊急連絡網の作成等、非常時に対応できる体制を

整備し、これを市に届け出なければならない。  

 （事業計画書の提出） 

第14条 指定管理者は、第3条の規定による会計区分毎に、翌年度の管理業務に係る事業計画書及

びその経費（収入のある施設は「収支」）の明細を2月末日までに市に提出し、市の承認を得なけれ

ばならない。 

2 指定管理者は、前項の承認を受けた後に事業計画を変更しようとするときは、あらかじめ市と協議し、

承認を得なければならない。この場合において、経費（収入のある施設は「収支」）の明細は、前項の

規定にかかわらず市が定める日までに提出するものとする。 

 （事業報告等） 

第15条 指定管理者は、毎月終了後10日以内に、次に掲げる事項を記載した月毎の事業報告書を作

成し、市に提出しなければならない。 

 (1) 管理業務の実施状況 

 (2) 施設の利用状況（利用件数、利用者数、利用拒否等の件数・理由等） 

 (3) 料金収入の実績 

 (4) 前3号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

2 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、市に

提出しなければならない。ただし、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された

日から起算して30日以内に当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

 (1) 管理業務の実施状況 

 (2) 施設の利用状況（利用件数、利用者数、利用拒否等の件数・理由等） 

 (3) 料金収入の実績 

 (4) 管理経費等の収支状況 

 (5) 満足度調査（アンケート）結果 

 (6) 利用促進方策実施状況（広報実態等） 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

3 市は、必要があると認める場合には、指定管理者に対し、前2項に掲げるもののほか管理業務及び

経理の状況に関し、必要に応じて報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

4 市は、必要があると認める場合には、指定管理者に対し、貸借対照表、損益計算書など直近の経営

状況を確認できる書類の提出を求めることができる。 

5 指定管理者は、第3項の規定による指示に従い、是正等の措置を講じ、市に対しその措置の内容を

速やかに報告しなければならない。 

（指定の取消し等） 

第16条 市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の指定を

取り消し、又は業務の全部若しくは一部を停止させ、支払った委託料（第4条の管理業務の実施に

対する対価をいう。以下同じ。）の全部若しくは一部の返還及びこれにより生じた損害の賠償を命じ

ることができる。 

(1) 指定管理者が、関係法令、条例、規則又はこの協定に基づく市の指示に従わないとき。 



 

  

(2) 指定管理者が、関係法令、条例、規則又はこの協定に違反したとき。 

(3) 指定管理者として指定を受ける際の応募資格に不適合となったとき。 

(4) 指定管理者の経営状況が著しく悪化するなど、公の施設の管理に重大な支障が生じるおそれ

があるとき。 

2 前項の規定に基づき、指定管理者の指定を取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止す

ることにより生じた指定管理者の損害については、市はその責めを負わないものとする。 

3 指定管理者は、第1項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、速やかに施設及び物

品等を市に返還しなければならない。 

4 指定管理者は、第1項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の全部若しくは

一部を停止された場合に、既に委託料が支払われているときは、市の指定する期日までに当該指定

の取消し又は管理業務の全部若しくは一部の停止に係る期間に対して支払われた委託料として市

が計算して定める金額を市に返納しなければならない。 

5 市は、第1項に規定する場合のほか、必要があるときは、業務の全部又は一部を廃止することができ

る。この場合において、市は、廃止しようとする日の30日前までにこれを指定管理者に通知し、指定

管理者の指定を取り消さなければならない。 

6 前項により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償については、市と指定管理

者が協議して定める。 

（原状回復義務） 

第17条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理物件を速やかに原状に復さなけ

ればならない。ただし、市の承認を得たときは、この限りでない。 

2 市は、指定管理者が前項の義務を履行しないときは、これを原状に復し、その費用を指定管理者に

請求することができる。 

（文書の保存） 

第18条 指定管理者は、管理業務を実施するにあたって指定管理者が保有する文書は、指定の期間

が満了し、又は指定を取り消された後においても、岐阜市文書取扱規則（昭和49年岐阜市規則第6

号）に準じて保存しなければならない。 

（重要事項の変更） 

第19条 指定管理者は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく市に届

け出なければならない。 

（管理業務の引継） 

第20条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定め

て管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、市の指示に従い、管理業務に関する事

務及び文書を、市又は市が指定した者に対して市の指定する期日までに引き継ぐとともに、引継ぎ

書を作成しなければならない。 

（委託料、支払い方法） 

第21条 各年度の委託料の額は、次のとおりとする。 

 平成29年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成30年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成31年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成32年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 

平成33年度 ○○,○○○,○○○円（消費税及び地方消費税を含む。） 



 

  

2 指定管理者は請求書により、市に委託料を請求するものとする。 

3 委託料の支払い方法は、次のとおりとする。 

毎月の履行部分に相当する金額を実施月の翌月に支払うものとする。詳細は別記2のとおりとする。 

（協定外の事項） 

第22条 この協定に定めない事項について疑義が生じたときは、市と指定管理者とは誠意を持って協

議して定めるものとする。 

 

 

 

  市と指定管理者とは、本協定の締結を証するため、本書2通を作成し、双方記名押印の上、それぞ

れ各1通を保有する。 

 

   平成  年  月  日 

 

               岐阜市    代表者 岐阜市長 ○ ○ ○ ○ 

 

               指定管理者  住所     ○○○○○○○ 

商号又は名称 ○○○○○○○○ 

氏名     ○○○○○ 

 



 

  

       リ ス ク 分 担   （負担者側に ○） 

№ 種類 リスクの内容 

負 担 者  

市 
指定管理

者 

1 
指定管理（運営管理）への

円滑な移行（引継ぎ） 

指定管理者の責めに帰すべき事由により円滑な移行がで

きない場合 
  ○ 

上記以外の場合 ○   

2 運営の基本的な考え方 
法令事項 ○  

上記以外の場合  ○ 

3 施設の管理運営   ○ 

4 事業の中止及び延期 
市の指示によるもの ○   

指定管理者の事業放棄又は破綻   ○ 

5 不可抗力 天災、暴動等による履行不能 ○   

6 許認可遅延 

事業の実施に必要な許認可取得の遅延、失効等（市が取

得するもの） 
○   

上記以外の場合   ○ 

7 計画変更 事業条件の変更等 ○   

8 管理運営費上昇 事業条件変更以外の要因による管理運営費の増大   ○ 

9 施設及び物品の損傷 
指定管理者の責めに帰すべき事由による場合   ○ 

上記以外の場合 ○   

10 性能不適合 協定により定めた要求水準に不適合   ○ 

11 需要変動 

利用者数の変動等の需要変動   ○ 

インフレ、デフレ及び公共料金の変動   ○ 

上記以外で実施条件を超える需要変動 ○   

12 
施設内の施設及び物品、

現金管理 
  ○ 

13 苦情・事故への対応 
市の責に帰すべき事由による場合 ○  

上記以外の場合  ○ 

14 災害による施設の復旧  ○  

15 利用者への対応 

施設の瑕疵等施設所有者の責めに帰すべき事由による場

合 
○   

上記以外の場合   ○ 

16 第三者等への賠償 施設運営上の周辺住民等への損害（騒音、振動、臭気等）   ○ 

別記１ 



 

  

  

平成２９年度～平成３３年度 

岐阜市民福祉活動センター（会議室）委託料月別内訳書 

 

月 金額（税込） （円） 

４月分  

５月分  

６月分  

７月分  

８月分  

９月分  

１０月分  

１１月分  

１２月分  

１月分  

２月分  

３月分  

合計  

 

 

 

別記２ 


